（第１０号様式－３②）
事業実績報告書（事業名　　　　　　　　　　　　）
１　対象施設の概要
（1）施設の名称及び所在地

（2）施設の種類

（3）設置主体および経営主体

（4）入所定員等
２　施設開設準備経費に係る事業概要
（1）開設準備期間
令和　年　月　日～令和　年　月　日
（2）資金精算内訳
	事業費
	資金内訳

	需用費
	
	県補助金
	

	使用料及び賃借料
	
	借入金
	

	備品購入費
	
	寄付金
	

	報酬
	
	自己資金
	

	給料
	
	その他（　　　　　）
	

	職員手当等
	
	
	

	共済費
	
	
	

	賃金
	
	
	

	旅費
	
	
	

	役務費
	
	
	

	委託料
	
	
	

	合計
	
	合計
	


備考　１　需用費とは、消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、光熱水費、修繕費等をいう。
２　役務費とは、通信運搬費、手数料、保険料、保管料、広告料等をいう。
＜施設種別内訳（複数の事業所を同時に整備し開設する場合に記入）＞
	施設種別
	
	
	

	需用費
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	

	備品購入費
	
	
	

	報酬
	
	
	

	給料
	
	
	

	職員手当等
	
	
	

	共済費
	
	
	

	賃金
	
	
	

	旅費
	
	
	

	役務費
	
	
	

	委託料
	
	
	

	合計
	
	
	


（3）内容（具体的に記載すること。）

（記載例）職員雇い上げ時期、職種、人数、配置場所等

（記載例）設備整備または購入物品名、規格・数量、設備整備または購入開始・完了時期、

設置場所等

３　定期借地権設定のための一時金の支援事業概要（該当ない場合は記入不要）
（1）定期借地権契約面積

（2）定期借地権契約期間（うち一時金充当期間）

（3）定期借地権契約額

（4）一時金支払額
（5）路線価等の１／２（㎡あたり）の概要
備考　３　算定根拠書類を添付のこと。
